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東日本大震災・原発災害に向き合って  

コミュニティの質

環境の質

2011.5-2012.3  女川町復興計画策定委員会
2011.5-7              福島県復興ビジョン・復興計画（第1次）
2011.10-2012.10 浪江町復興ビジョン・復興計画（第1次）
2012.7-2013.5     双葉町復興まちづくり計画

・応急仮設住宅計画（プレ協、木造仮設、みなし仮設・・、町外コミ
  ュニティのきっかけ）

・復興公営住宅計画（持家取得支援？、二地域居住、コミュニティ）

・2011.11- ふくしま復興支援フォーラム
・2012.6-2014.3   FAIRDOプロジェクト（NERISとの連携）
・2022.9    「県民版復興ビジョン」公表
・2023.10.26        大熊町・町民版復興ビジョン・車座会議

＜著書など＞
・2013.6 「住宅白書2011-2013 東日本大震災 住まいと生活の

復興」（編集代表、ドメス出版）
・2013.8 「地域再生－人口減少時代の地域づくり」（共編著、日本

評論社）
・2021.10 「福島原発災害10年を経て－生活・生業の再建、地域社

会・地域経済の再生に向けて」（自治体研究所）

1978.6  宮城県沖地震・仙台市内のマンション調査
1990.4-2010.9  福島大学行政社会学部・共生システム

理工学類、「地域計画論」
2012.4-2015.3 明治大学客員教授など
2012.6-2020.3 IGESシニアフェロー



津波災害に向き合って 女川  

コミュニティの質

環境の質

原発事故に向き合って 福島原発・浪江町津島地区  

コミュニティの質

環境の質



1. 原発災害からの復興 その特質  

生活の質

コミュニティの質

環境の質
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2. 「生活の質」、「コミュニティの質」、「環境の質」から点検する -1



東日本大震災－その特質②2. 「生活の質」、「コミュニティの質」、「環境の質」 から点検する -2

原発事故収束・廃炉

るさとの再生

被災者の生活・生業再 3つの質について、それぞれ具体的な内容を例示しそ

れらについての妥当性の是非と使いすべき項目などの
提案を問う

□生活の質
居住安定／健康／福祉／教育／就業と収入／休息

□コミュニティの質
地域コミュニティの運営と機能、約束ごとと役割／
地域遺産／文化／情報や決定過程へのアクセス／
地域社会を支える経済基盤

□環境の質
土地利用・森林・河川湖沼などの維持管理と監視、
脱炭素に向けて／再生可能エネルギー／インフラ・
ストラクチュア

※2022年3月一杯で96名からの回答。
（他自治体に避難中65名、避難元自治体に帰還12名
県内居住者で直接被害を受けていない12名、県外
居住3名、不明4名）

東日本大震災－その特質②2. 「生活の質」、「コミュニティの質」、「環境の質」 から点検する ‐3

原発事故収束・廃炉

るさとの再生

被災者の生活・生業再



3. 県民版原発災害からの復興ビジョン -1
その構成

3. 県民版 原発災害からの復興ビジョン -2 6つの重点課題
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原発災害後10年以上が経過する中で、「除染→避難指示解除→帰還」という“単線型シナリオ”に
よる様々な問題点や課題が山積してきている。それらの課題を抽出して「重点課題」として整理し
ている。

生活の質
（1）だれ一人取り残されることがないために
（2）誰も排除されることがないために

コミュニティの質
（3）ふるさとを取り戻すために
（4）自立する地域づくりのために

環境の質
（5）原発災害をみんなで共有するために
（6）持続可能な社会をつくるために

（具体的な課題例）

・帰還条件が整うまでの期間の設定
・一時的に帰還するための「ふるさと住宅」の設置
・選択肢としての二地域居住
・災害ケースマネジメント
・負のイメージによる差別の払拭

・廃炉のプロセスにおける住民による議論や監視
・安心できる居住環境の再生
・地域の自然や伝統・文化遺産の継承
・被災者が主役の復興
・循環型地域経済の構築

・県による独自の事故の検証 ※第2次国会事故調も要求

・廃炉作業の情報公開
・災害の記録を残し風化に抗う



3. 県民版 原発災害からの復興ビジョン -4 市町村版へ
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まとめ
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ここで提案している「県民版 原発災害からの復興ビジョン」は、「ふくしま復興支援フォーラム」
において何度か提案し、2022年9月に最終版を公表した。

目指している方向は、被災地や被災自治体において、このビジョンが提起している3つの質について
の具体的な指標群の整理（追加や修正なども今後の課題）をしながら、今後の復興の進め方の合意形
成に寄与することである。

10月26日、大熊町において「大熊町・町民版復興ビジョン 車座会議」を開催した。今後も、浜通り

被災自治体において、「車座会議」を開催していきたい。

被災者・被災地が復興課題に対して主体的に取り組める場が求められている。
原発災害からの復興は「原発事故の収束と廃炉」のような超長期かつ地震などの自然災害が多発する
中で緊急を要する課題に直面している。あらためて広域的・長期的災害であるとともに複合的な災害
にどう立ち向かっていくか、世代を跨いだ課題の継続的な取組みが求められている。

しかし、1月1日、能登半島地震の発生とその被害の深刻さに触れ、全国土にわたって複合災害が頻発

する（可能性が高まっている）中で、生命と暮らし、そして地域社会や環境を守り育てていくことは、
共通の課題になっていることを改めて痛感する。


